
【別紙様式】

事業名

総事業費
（千円）

90,662千円
交付⾦関連事業費
（交付対象経費）

（千円）
90,662千円

事業概要

新型コロナウイルス感染症
への対応（経済対策）との

関係

 中津川市は、新型コロナウイルス感染症への対応として、新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦
を活⽤し、制度要綱に定める交付対象事業の要件「新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌及び感染拡⼤の影響を
受けている地域経済や住⺠⽣活の⽀援を通じた地⽅創⽣に資する事業」に該当する以下の事業を実施します。

中津川市上下⽔道事業会計への繰出（電⼒等の物価⾼騰に対する⽀援補助⾦）

①⽬的
 コロナ禍において物価⾼騰に直⾯する上・下⽔道事業に対し、電気代等の価格⾼
騰分相当額の繰り出しをおこなうことによって、経営を安定させ、健全な上・下⽔
道事業の運営を維持する。

②交付⾦を充当する経費・算定根拠
 電気代等の価格⾼騰分相当額
 R5年度⾒込（R5.4⽉〜R6.3⽉）対R3年度（R3.1⽉〜R3.12⽉）の⽐較増額分
 上⽔道：106,723,000円（R5） - 71,148,000円（R3） = 35,575,000円
 下⽔道：165,260,000円（R5） - 110,173,000円 （R3）= 55,087,000円

③交付対象
 １）交付対象者
  ・中津川市⽔道事業、中津川市下⽔道事業
 ２）交付対象者の選定理由・選定⽅法
  上・下⽔道事業は、コロナ禍における物価⾼騰の影響で経営が悪化している
  が、当該事業に代わる事業は存在せず、事業の縮⼩、廃⽌等は、市⺠の⽣活
  に⼤きな影響を及ぼすため。

④期待される効果
 物価⾼騰の影響下においても、上・下⽔道事業の継続が図られることにより、市
⺠への⽔道⽔の供給等が維持され、その⽣活の安定が確保される。
 上・下⽔道事業は、新型コロナウイルスの感染拡⼤及び電気代等⾼騰の影響によ
り、上⽔道の浄⽔、下⽔道の汚⽔処理等に使⽤する電気料⾦が⼤幅に増加にしてお
り、経営を圧迫している。
 上・下⽔道事業を交付対象者として補助⾦を交付し、上・下⽔道事業の継続を⽀
援ずる本事業は、新型コロナウイルスの感染拡⼤及び電気代等⾼騰の影響を受けて
いる地域経済の⽀援を通じた地⽅創⽣に資する事業に該当するものであり、地⽅創
⽣臨時交付⾦を活⽤することは妥当である。



【別紙様式】

事業名

総事業費
（千円）

100,488千円
交付⾦関連事業費
（交付対象経費）

（千円）
100,488千円

新型コロナウイルス感染症
への対応（経済対策）との

関係

 中津川市は、新型コロナウイルス感染症への対応として、新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦
を活⽤し、制度要綱に定める交付対象事業の要件「新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌及び感染拡⼤の影響を
受けている地域経済や住⺠⽣活の⽀援を通じた地⽅創⽣に資する事業」に該当する以下の事業を実施します。

中津川市病院事業会計への繰出（電⼒等の物価⾼騰に対する⽀援補助⾦）

 病院事業は、新型コロナウイルスの感染拡⼤及び電気代等⾼騰の影響により、病
院の運営にかかる電気料⾦が⼤幅に増加しており、事業の採算が悪化状況となって
いる。
 病院事業会計を交付対象者として補助⾦を交付し、病院事業の継続を⽀援する本
事業は、新型コロナウイルス感染症拡⼤及び電気代等⾼騰の影響を受けている地域
経済の⽀援を通じた地⽅創⽣に資する事業に該当するものであり、地⽅創⽣臨時交
付⾦を活⽤することは妥当である。

事業概要

①⽬的
 コロナ禍において物価⾼騰に直⾯する中津川市⺠病院・国保坂下診療所・坂下⽼
⼈保健施設に対し、電気代の上昇分相当額の繰り出しをおこない、経営状況を安定
させ、市⺠が安⼼して利⽤できる医療・介護体制を維持する。

②交付⾦を充当する経費・算定根拠
 電気等の価格⾼騰分相当額
 R5年度（R5.4⽉〜R6.3⽉）対R3年度（R3.1⽉〜R3.12⽉）の⽐較増額分
 ・中津川市⺠病院：181,302,000円（R5） - 96,210,248円（R3） = 85,091,752円
 ・坂下診療所：35,564,000円（R5） - 23,287,302円（R3） = 12,276,698円
 ・坂下⽼⼈保健施設：11,236,000円（R5） - 8,117,600円（R3） = 3,118,400円

③交付対象
 １）交付対象者
  ・中津川市⺠病院、坂下診療所、坂下⽼⼈保健施設
 ２）交付対象者の選定理由・選定⽅法
  病院事業は、コロナ禍における物価⾼騰の影響で採算が悪化しており、当該事
  業に代わる事業は存在せず、事業の縮⼩、廃⽌等は、市⺠の⽣活に⼤きな影響
  を及ぼすため。

④期待される効果
 物価⾼騰の影響下においても、病院事業の継続が図られることにより、医療・介
護体制が確保され、市⺠の⽣活の安定が確保される


